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多摩ニュータウンにおける住民意識からみた居住環境評価
I はじめに
1 .問題の所在
1960年代に深刻化した住宅難に伴う郊外でのス
プロール開発を防止し，居住環境の良好な宅地・
住宅を大量に供給することをめざして計画された
多摩NT（ニュー タウン）は， 日本でも最大規模の
公的機関による住宅地開発として， 1966年以来，
現在もなお事業が進行中である（福原， 1998）.事
業開始以後の計画的な社会資本整備の結果，客観
指標で見る限り，多摩NTの居住環境は都内でも
比較的高い水準に位置づ、けられる．このことは，
500mメッシュ単位で都内の住環境水準を 5段階
評価した野村総合研究所（1985）の調査結果にお
いて，当該地区が利便性以外の項目で、は区部の水
準を上回っていたことにも表れている．
しかしながら，住民基本台帳によると， 1971年
の入居開始から四半世紀を経過した近年，多摩
NTの中核をなす多摩市では， 1993年をピークと
して人口が減少に転じており，とくに NT内で初
期に開発された諏訪・永山地区（第2図参照）で
顕著な減少がみられるI). その増減の内訳は，自然
動態では微増なのに対し，社会動態では転出超過
傾向が認められる．こうした転出超過の原因の一
端は，居住環境の問題にあると考えられるが，客
観指標でみる限り，その整備水準はむしろ向上し
ているように見受けられる．そのため，この問題
は住民の意識にまで、立ち入って検討する必要があ
るだろう．そこで本研究では，住民意識からみた
居住環境評価を通して，その背景を採ってみたい．
2.研究の視点、
本研究のテーマに関連する従前の研究は，建築
学や社会学をはじめとして多岐にわたる分野で取
り組まれているが，分野間・研究者間で「居住環
境J「住環境」「生活環境」などの用語が明確な区
別がないまま暖昧に使用きれているように思え
る．そこで，まずこれらの用語を整理しておきた
若林芳樹
し、
関根（1993,p.227）は，居住地を中心とした生
活状態を表す生活環境(livingenvironment）とい
う語を使用し，その中でも住居に関する状態を指
す場合を居住環境（residentialenvironment）と
して区別している．これに対して，住環境と居住
環境との区別はやや不明確で、，建築学辞典（彰国
社， 1993，日本建築学会， 1993）てもほぼ同義の
ものとして記述されている．しかし，建設省の住
宅需要実態調査にみられるように，住宅と住環境
を分けて捉える場合もあり，居住環境は住居・近
隣地区・地域（都市）といった異なるスケールの
空聞から構成されるという見方が一般的である
（住環境の計画編集委員会編，1991,p.32）.その場
合，住宅を除く居住環境が住環境ということにな
る．結局，これらの関係は，
生活環境コ居住環境＝（住宅 U住環境），
と表わすことができる．したがって，居住地移動
との関係に主眼をおく本研究の対象は居住環境に
相当し，それは住宅とそれを取り巻く住環境に
よって構成きれると考えられる．
すでに述べたように，居住環境に対する住民の
意識や評価は，学際的に取り組まれている研究対
象であり，行動地理学の主要な研究テーマのーっ
ともなっている．筆者（若林， 1987）は，行動地
理学の財産目録作りの一環として既往の環境のイ
メージ研究を整理する中で，居住環境評価にも言
及したが，このテーマに関する研究事例は，類似
の調査・分析手法を用いてはいても，必ずしも同
様の関心に根ざしているわけで、はない．それらの
研究の視点や問題意識を大別すると，居住地移動
の意志決定過程の究明， QOL（生活の質）からみ
た地域の評価，の二つに分けられるように思われ
る．もちろん，両者は密接に関連しており，明確
に区別できない場合もあるが，前者は個人レベル
での居住環境評価の一般的傾向を解明し，それを
居住地移動モデルに組み込むという理論指向の関
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第l図 居住地選択過程における居住環境評価の位置づけ
注） Brown and Moore (1970）などに基づいて筆者が作成．
破線内は，本研究で扱う範囲を表わす．
es 
墾豊島の決定
ストレッサーと住宅や住環境に起因する外的スト
レッサーによってもたらされる.Clark and 
Cadwallader (1973）やClark(1975）は，住宅の
規模・設備，近隣の居住者層，友人・知人への近
き，勤務先への近き，大気の汚染度，という五つ
の指標に対する満足度を調査し，ストレスの大き
さを測定しているが，これは現住地の住み心地を
評価したもので，一種のQOL評価にほかならな
い．そして，ストレスが許容範囲を超えると，選
択肢となる空き家の情報探索という次の段階に進
む．探索によって獲得される物件情報には，情報
源によって空間的な偏りがみられる（上回ほか，
1996）が，現実にはこうした不完全な情報に基づ
いて，選択肢となる居住地に対する居住環境評価
が行なわれ，移動先が決定される．もし，候補と
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心が強いのに対し，後者は一般性の高い評価指標
の開発をめざしつつも，地域ごとに居住環境の水
準と問題点を摘出し，計画立案や政策決定への応
用を指向する点に特徴がある．
両者の関係を明確にするために，居住地選択モ
テー／レの中での居住環境評価の位置つeけを示したの
が第1図である．この図は， Wolpert(1965）が考
案した，ある場所に対して個人が抱〈満足や不満
を表す場所的効用（placeutility）という概念に
従って作成された， Brownand Moore (1970）の
古典的なモテワレ叫こ基ついており，選択過程が新
居の探索の決定と移動先の決定というこつの段階
に大きく分けられている．
新居の探索の決定の引き金となるストレス
(stress）は，個人や世帯のニーズに由来する内的
なる住宅が希望に合わない場合は，世帯の側での
ニーズの調整かまたは現住地の環境の改善という
選択肢が残されている．
ここで， Rossi(1955）に依拠して，居住地移動
を自発的（voluntary）移動と非自発的（involun-
tary）移動とに分けた場合，第1図のモデルは明ら
かに自発的移動を想定している．したがって，立
ち退きや転勤などによる非自発的移動について
は，このモデルでは十分に扱えないことは明らか
である．こうした難点を改善するために， Popp
(1976）は Brownand Moore (1970）のモデ、ルに
強制的移動を組み込んだ修正モデルを提案してい
る．
また， Clarkand Onaka (1982）は， 自発的移
動と強制的移動とに分けた上で，前者をさらに調
整的（adjustment）移動と誘導的（induced）移動
とに区分している．調整的移動とは，現住地の住
宅・近隣地区・近接性に対する不満から生じるも
ので，第1図では外的ストレッサーに起因するも
のといえる．これに対して誘導的移動は，転職・
退職といった雇用状態や家族のライフサイクルの
進行に伴うものを指し，第1図では内的ストレッ
サーに関係している.Clark and Onaka (1982) 
は，欧米の都市における既存の研究で得られた移
動理由を分析し各移動類型の割合を比較した結
果，強制的移動は 5～10%前後，誘導的移動は
20～30%前後を占めるものの，ほとんどの事例で
自発的移動が過半数に達していた．自発的移動理
由の中でも，住宅特性が最も大きな割合を占めて
いたことから，欧米の都市における居住地移動の
要因に居住環境が占める比重はかなり大きいとい
える．そのため，若林（1987）が紹介した居住地
のイメージに関する研究にみられるように，欧米
の行動地理学研究の中で居住環境評価は，居住地
移動研究の一環として取り組まれた事例が多い．
一方， 日本国内てすま，居住環境評価と居住地移
動との関係を検討した地理学での研究はきわめて
少ない．これは，広島市と福岡市で都市内居住地
移動を調査した由井（1987,1989）の分析結果に
みられるように，移動理由の中に居住環境の占め
る比重の小きいことが原因のーっと考えられる．
しかし，この研究は中心市街地の中高層住宅居住
者という偏った世帯を対象にしており，また居住
環境の捉え方も本研究よりやや狭いため，その影
響を過小評価している可能性がある．彼が対象と
した中心市街地を指向する移動者が住環境より利
便性を重視して住居を選択していることは明らか
である．しかし，一富市でおもに郊外への移動者
を調査した谷（1995）の研究では，住宅事情が最
大の移動理由となっていた．また，白井（1987,
1989）は住宅事情や利便性を居住環境とは別項目
として扱っていたが，本研究の定義に即して，こ
れらを居住環境に含めた場合，移動理由に占める
その比重は決して小きくない．このように， 日本
の都市における居住環境が居住地移動に与える影
響については，これまで正当に評価されていると
はいえないのである．
ところで，第l図に示した居住地移動の意志決
定過程てすま，現住地に対して強い不満を抱く住民
が取りうる選択肢と Lて，①ニーズの調整，②環
境の改善，③住み替え，の三つが考えられる
(Brown and Moore, 1970, p.2；ノックス， 1995,
p.44）.このうち，なんらかの事情で③の住み替え
が不可能な場合は，現住地にとどまって，①か②
を選択するしかない．もし世帯の側で希求水準を
引き下げることができれば，①の選択肢が採用さ
れるが，それは客観的な居住環境の向上にはつな
がらず，潜在的不満をかかえたまま問題解決を先
送りすることになりかねない．したがって，②の
環境の改善を選択することにより，現住地の居住
環境の質と満足度を向上させることが可能にな
る．その場合，居住環境の中でも個人や世帯によ
る自助努力で改善が困難な問題については，住民
組織や公的機関を通して共同てや解決に当たる必要
がある．ここに，前述のような公共政策との結ぴ
つきが強いQOL研究との接点が生まれてくる．
QOLに関する研究は，もともと1960年代末に先
進資本主義国の政策目標がGNPに代表される経
済成長の追求から QOLの改善へと移行したこと
に端を発する（ノックス， 1993,p.240）.そして
QOLを測定するための社会指標（socialindica-
tor）や環境指標（environmentalindicator）の開
発が，各国の政府機関やOECD（経済協力開発機
構）などの国際機関で進められてきており，日本
でも経済企画庁や地方自治体を中心として，これ
まで種々の指標の開発と改良が続けられている
（東京都総務局統計部統計調整課， 1983；金子・松
本編， 1986；日本計画行政学会編， 1995）＿一般に，
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社会指標や環境指標は計量可能な客観指標から構
成されるが，その妥当性を評価したり，総合指標
化する際の個別指標の重みを算出するためには，
住民意識を通した主観的評価を捉える必要があ
る．そのため， QOLの総合評価には客観指標と主
観指標とが補完的に用いらることになる（Pacione, 
1982a , Cutter, 1985；関根， 1993).
主観指標を採用したQOLの評価に関する調
査 ・研究は，これまで豊富に蓄積きれており，対
象となった地域の空間スケールも国・州 ・都道府
県・都市・都市内部など様々である幻．本研究が対
象とする都市内部に限定すると，都市計画の分野
での研究事例は原科・中口（1990），山本 ・脇坂
(1996), 日本計画行政学会（1995）などによって
整理きれている．一方，地理学では， Knoxand 
MacLaran (1978）と MacLaran(1981）がスコッ
トランドのダンディで客観指標と主観指標による
近隣地区の福祉水準を比較し， Pacione(1982b, 
1984, 1986）の一連の研究は，スコットランドの
グラスゴ一周辺で，深刻な居住環境問題を抱えた
公営住宅地区を対象にして，住民意識からみた
・駅
→鉄道
ーニュータウン区減
i-i多摩市
｜ 住区
ヱュ－1ウン事業区繊
図 新住宅市街地開努事集闘
臨土地区画担輔闘
」’1
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QOL 水準を調査している．日本でも，静岡市で居
住環境認知と居住地移動指向との関係を調査した
石水（1980）をはじめとして，盛岡市で生活関連
施設に対する満足度評価を検討した関根（1994),
横浜市・神戸市・越谷市の郊外住宅地と江東区で
居住環境に対する満足度と重要度を比較した江崎
(1995) ・ Esaki (1998），土浦市内の住民の居住環
境評価をメッシュ単位で分析した田中（1997），常
陸太田市で住環境評価と生活行動との関係を検討
した伊藤ほか（1998）など，最近になって研究例
が増えている．
しかしながら，QOLの評価と居住地移動との関
係を明示的に捉えた研究は，管見の限りではきわ
めて少ない.QOLの用途には，公共政策のモニタ
リングと並んで、企業や世帯による立地決定がある
(Cutter, 1985, pp.63 65）にもかかわらず，これ
までは前者に重点がおかれてきたといえる．そこ
で本研究では，第 1図のような枠組みに依拠しな
がら，おもに移動の決定段階での居住環境（ある
いはQOL）評価とストレス形成の関係に焦点を当
てた分析を試みる．
KM 
。 2 
第2図 研究対象地域
注）図中の地名は住区名を表わす．
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I 研究方法
対象地域は多摩NTの中でも開発が最も進ん
だ多摩市域（第2図）で，住宅地図から層化無作
為抽出した200世帯を対象にして，質問紙による訪
問留め置き調査を1996年12月に実施し，147世帯か
ら得られた回答を分析する．
採用した評価指標は， WHO（世界保健機関）が
設定した，欲求段階による安全性・保健性・利便
性・快適性という 4分類4）をベースとしながら，野
村総合研究所（1985）の「住環境水準設定調査J
や経済企画庁の「国民生活選好度調査」（経済企画
庁国民生活局， 1997a）などを参考に，合計37指標
を選定した（補遺の質問紙参照）．これまでの調査
と比べた場合，ここでは住宅状況（No.29～37）を
他の指標とは別立てにしてやや詳しくし，また対
象地域の特徴を考慮して「24.坂道の上り下りの
きっき」を加えている点に特色がある．
これらの各指標について，現住地とその近隣地
区への満足度と居住地選定に際しての重要度を 7
段階評価で回答してもらった．また，これと併せ
て現住地に対する総合的満足度（ 7段階評価）と
定住意志（ 4段階評価）についても調査を行なっ
fこ．
ここで使用する主たるデータは，指標別満足
度・重要度・総合的満足度・定住意志の四つの部
分からなり，それぞれ第3図のような手順で分析
を行なう．まず， 37指標に対する満足度と重要度
を個別に検討した上で，両者からニーズ得点を算
指標別重要度評価
（価値意識）
I 
出し，現住地に対するニーズの高い項目を洗い出
す．そして，個別指標の満足度評価と総合的満足
度との関係を検討する．その際，予め因子分析よっ
て37の満足度指標をいくつかの因子に統合した後
で重回帰分析を行ない，住み心地の規定因を採る．
さらに，定住意志と満足度因子との関係を判別分
析によって捉え，ストレスの形成要因を明らかに
する．
皿 既存の調査・研究結果にみる対象地域
の住み心地
QOL研究への地理学の側からの取り組みの特
色は，地域的社会指標（territorialsocial indica-
tor）に重きをおいて，個人差や時間的変化よりも
地域差に強い関心を向けてきたことにある（Cut-
ter, 1985, p.64) ＿本研究の対象地域である多摩市
をはじめとする自治体や政府機関では，市区町
村・都道府県単位や全国規模といった種々の空間
スケールで，住民意識からみた居住環境評価に関
する数多くの調査・研究事例が蓄積されており，
それらの集計結果から QOLの地域差を探る手が
かりが符られる．そこで，分析に先立つて，こう
した調査結果を手がかりにしながら，対象地域の
住み心地の特徴を検討しておきたい．
1 .全国の中での東京の住み心地
1978年以後， 3年ごとに実施されている国民生
活選好度調査の平成8年度の全国集計結果（経済
定住意志
（ストレスの大きさ）
各指標に対するニーズ 住み心地の規定因
第3図分析の手順
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企画庁国民生活局， 1997a）では，採用された60項
目に対する充足度（満足度）と重要度が分析され
ている．その中で居住環境に関わるのは10項目前
後である．充足度評価では，住宅や自然環境に関
する項目で評価が高〈，重要度評価では安全性に
関する項目がとくに重視されている．充足度と重
要度から算出されるニーズ得点では，交通災害や
自然災害といった安全性に関する項目が比較的高
くなっている．
この調査結果に基づいて客観指標をウェイト付
けして集計された，新国民生活指標（いわゆる「豊
かさ指標J）の平成9年度版（経済企画庁国民生活
局， 1997b）は，生活活動領域と生活評価軸という
2つの指標体系に基づいて指標別の得点を算出し
ている．都道府県別にみると，東京は「遊ぶ」，「学
ぶ」では最も高い水準にあるものの，「住む」，「育
てる」，「公正」では全国平均を大きく下回ってお
り， とくに「住む」では最下位に位置づけられて
いる．
これを住民の生活実感と比較する手がかりは，
NHKが1996年に実施した全国県民意識調査の結
果（NHK放送文化研究所， 1997）から得ることが
できる．この調査によると，東京の住民の住み心
地を肯定的に評価する者は，全国平均（83.6%)
をやや下回る80.5%にとどまるとはいえ，埼玉
(76.6%）・千葉（76.9%）など隣接県に比べると
やや高〈，同じ NHKによる1978年の調査時と比
べてもこの傾向は変っていない．東京都が毎年行
なっている「都市生活に関する世論調査」（東京都
情報連絡室広報広聴部都民広聴謀， 1996）でも住
みよさを肯定的に評価する者が80%強で推移して
いることから，この値はある程度信頼性の高いも
のと考えられる．
東京の住み心地を構成する個別指標の評価につ
いては， 1997年に実施された「ゆとりと豊かさ」
に関する意識調査（東京都政策報道室調査部，
1997）の結果が参考になる．この調査で採用され
た43項目中13項目が居住環境に関するもので，そ
れらに対する満足度は，利便性に関する項目で高
い評価を得ているものの，「水や空気のきれいき」
や「物価」では低い評価となっている．これは，
前述の NHKの県民意識調査で，住み難いと思う
ことがらを問う質問に対しては「物価・家賃jと
「環境jが，逆に魅力としては「交通の便j，「情報J,
「文化」という回答が，それぞれ東京都では上位を
占めていた（NHK放送文化研究所， 1997,pp. 
125-127）こととも符合する．「ゆとりと豊かさ」
に関する意識調査では，個別指標の重要度に関す
る質問があり，それに対する回答結果には，前述
の国民生活選好度調査と同様，安全性などの基礎
的欲求に関わる項目が上位を占めている．東京の
場合，これに加えて「水や空気のきれいき」や住
宅状況でも重要度評価が高いという特徴がある．
これらの調査結果から，東京の住民は物価の高
きや住宅と（自然）環境に不満を抱きながらも，
情報や文化へのアクセスの高さと利便性を享受す
ることで，ある程度の満足感を得ていると予想、き
れる．ただし，これらの調査では，評価対象となっ
た地域の範囲が明確で、ないため，本研究で対象と
する近隣地区レベルでの居住環境評価にどの程度
該当するかは不明である．
2.東京の中での南多摩地域の住み心地
東京都が毎年実施している「都市生活に関する
世論調査」の1995年の調査結果（東京都情報連絡
室広報広聴部都民広聴課， 1996)S）では，都内を12
地域に分けた集計結果が掲載されている．その中
で多摩NTが含まれる南多摩地域（八王子・町田・
日野・多摩・稲城の5市）に関する値をみると，
地域の住み良さ引を肯定的に評価する者は92.3%
に達し，区部の平均（87.2%）を上回っている．
項目別にみた満足度評価は，住宅関連項目ではい
ずれも区部の平均を上回る高い満足度が得られて
いる．これを詳細にみると，自然・町並み・安全
性に対する評価は高いものの，通勤と医療施設に
対する評価は相対的に低い．こうした区部との差
は，都政に対する要望事項にも表われており，区
部では社会福祉対策・税金対策に次いで3番目に
要望が多い住宅対策は，南多摩では 6位以下と低
い順位にとどまっている．とくに，住宅対策につ
いては，地価の下落を契機として，都政への要望
に占める順位が1993年以後，低下傾向にある．
このように，南多摩地域の住み心地では，住環
境への満足度は高いものの，利便性の評価は低い
という点に，区部との相違が認められ，前述のよ
うな全国調査の中での東京の特徴とはややおもむ
きを異にしている．つまり，利便性と住環境とは
トレードオフ関係にあり，前者より後者を優先し
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た世帯がこの地域に移り住んだと考えられる．こ
うした南多摩地域の住み心地は，むしろ地方都市
のそれに類似しているかもしれない．ただし，日
常生活圏内で潜在的にアクセス可能な就業機会や
高次の都市機能には，客観的に見て地方都市との
聞に格段の差がある．にもかかわらず，この地域
で利便性に対する評価が低いのは，住民の多くが
区部とその周辺からの転入者であることを考える
と，前住地の高い利便性と相対比較しているため
ではないかと推定される．こうした都内での地域
差は，同時に，先述の「豊かさ指標jのように都
道府県単位で住み心地を測定することが都道府県
内での地域差を覆い隠してしまう恐れのあること
を示唆しており，統計学的には生態学的誤謬（eco-
logical fallacy）の問題につながる．
3.多摩市内でのニュータウン地区の住み心地
多摩市が毎年実施している世論調査結果の1996
年度分（多摩市企画部秘書広報課広聴係， 1997)
によると，住み良さに対して肯定的に評価する者
（「住みよい」「どちらかというと住みよい」と回答
した者の合計）は，市全体では90%前後で推移し，
1990年代以後は微増傾向にある7). これを市内の
地区別に集計した結果では，肯定的評価の合計に
は顕著な差は見られないものの，「住みよい」と積
極的に肯定した者に絞ると， NT地域でも諏訪・貝
取・聖ケ丘などの初期の開発地区でその割合がや
や低い．
生活環境指標別に満足度を 4段階で評定した結
果の平均得点では，緑の豊かさ，下水・排水の便，
公園・遊び場， 日当り・風通しなど快適性・保健
性に関わる項目で高いのに対し，物価，騒音・振
動，医療施設などの項目では低い．これを市内の
地区別に比較すると，緑の豊かさ，公園・遊ぴ場
などでNT地域の方が地域外よりも評価が高〈，
買い物の便では逆に NT地域で評価がやや低い
ものの，他の項目では各地域内での差が顕著で、あ
る．とくに住宅に対する満足度では，諏訪・永山
地区で「ょいと思う」と回答した者は10%に満た
ず，市の平均（21%）を大きく下回っている．
こうした評価傾向は，市政への要望事項にもあ
る程度反映されている．たとえば，要望の多い施
設として，市全体では診療所・医院，小売店，居
住地域の駐車場が上位を占めている．地区別にみ
ると，診療所・医院はいずれの地区ても上位3位
以内に入っているが，他の項目については地区に
よって違いがみられ， NT地域内でも諏訪・永山は
居住地域の駐車場，愛宕は交番，豊ケ丘は小売店，
鶴巻は地区図書館，その他の地区では診療所・医
院に対して，それぞれ最も要望が多い．
要望の多い重点施策は，市全体てやは災害対策，
高齢者福祉対策，自然環境保全，ごみの減量化が
上位を占め，安全性・保健性にかかわるニーズの
高さがうかがえる．これら 4項目は，順位の違い
こそあれ，いずれの地区でも上位を占めており，
こうした福祉や環境保全に対する意識の高まり
は，東京都全体での調査結果（東京都情報連絡室
広報広聴部都民広聴課， 1996）とも符合している．
ただし，住宅対策に対する要望は，市全体では13
位にとどまり， 1994年以後は順位が下降気味であ
るのに，永山地区だけは5番目に高い要望事項と
なっている叫．
このように，具体的な施設に対するニーズには
地区による差があるものの，施策についての要望
には，ある程度の共通性がみられる．過去の世論
調査結果と比較Lてみると，施策についての要望
は，地域内での空間的差異よりもむしろ調査時期
による時間的変化の方が大きいように恩われる．
前述の住み心地に関する評価でも， NT地域内と
地域外とで明瞭な差が認められなかったが，これ
については，多摩NT地域内に新住宅市街地開発
事業地区と土地区画整理事業地区という，異なる
手法で開発された地区（第2図参照）が混在する
ことに起因する可能性がある．前者の地区は丘陵
部に立地する規則的・計画的な住宅地で， NTの特
色を体現しているのに対し，後者は谷筋の低地に
立地する民間主導の比較的自由な開発が行われた
地区で， NT地域外と類似した特徴をもっ．そのた
め，両地区が混在する地区単位で集計した結果に
は， NTの特質が明確に表れてこないことが予想
される．いずれにしても，近隣地区レベルでのミ
クロな居住環境については，地区別に集計された
データの分析には限界があり，世帯や個人単位で
のより詳細な分析が必要となる．
IV 調査対象者の概要
ここでは，調査対象となった世帯の特徴につい
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て，入居の経緯，住宅状況，世帯状況の三つの側
面から，概観しておきたい．
1 .入居の経緯
入居時期は80年代が57%，次いで70年代が35%
で，両者を合わせると 9割以上を占めることから，
大部分の世帯が入居から一定の年数を経ているこ
とがわかる．前住地は， 81%が都内で，これに隣
接する 3県を加えると94%に達することから，大
半が大都市圏内での居住地移動による転入者とい
える． とくに，多摩地区からの入居者が55%に達
し，区部からは26%にとどまっているのは，首都
圏西郊でのセクター内移動が卓越していることを
示唆する．
転居理由（複数回答）をみると，「住宅関係」が
45%と最も多〈，次いで「子どもの成長」（40%),
「快適性J(29%）の順になる．選択理由でも「住
宅関係J(49%），「快適性J(20%）の順で多〈 ，
転居理由とも整合している．これらのことから，
家族のライフステージの進行に伴って住宅の問題
が生じたために，快適な住居を求めて NTに移り
住んだ世帯が多いと予想される．ちなみに，『東京
都の人口移動の実態（平成8年1月～12月）.I（東
京都総務局総務部人口統計課， 1998）によると，
当該期間に東京都内で転出 ・転入した世帯の移動
理由（択一選択）は，都内問移動では住宅事情が
38.1%と最も大きな割合を占め，これに結婚等
(18.5%），職業的理由（15.1%），生活環境（12.9%)
が続く ．これは，他府県からの転入・転出者の移
動理由の中で職業的理由が40%強を占めることと
は対照的で，都市内居住地移動がおもに住宅事情
に起因することを示唆している．
前住地から転居するにあたっての候補地は，多
摩市内か NT内で，半数以上の調査対象者が他に
候補地はなかったと答えている．また，利用した
情報源として公団 ・公社のパンフレット類が60%
に達するのは， NT内の公団・公社住宅に絞った探
索行動をうかがわせる．これは，対象者の大半が
入居した1980年代当時の公団 ・公社住宅の人気の
高さを示している．
2.住宅状況
住宅の種類別にみると，分譲集合住宅45%，公
団賃貸26%，戸建持家17%，公営賃貸9%の順で
多く， NT内で供給された住宅の構成に概ね対応
している．
部屋数は 3DKや3LDKを主体としたファミ
リ一向けの間取りを反映して， 3部屋（37%), 4 
部屋（19%),5部屋（17%）の順で多〈， 1部屋
だけの世帯は皆無でいあった．
住宅面積は40～59m2(26%）と100m2以上（24%)
の二つのピークがある．入居時の築年数では61%
が新築であることを考え合わせると，これは住宅
の建設時期による住宅水準の違いを反映してお
り，前者は主に70年代，後者は80年代に建設され
た物件に対応している．
3.世帯状況
家族の人数では2人と 4人で各々28%，次いで、
3人が22%で，単身者も 8%含まれている．この
ことから，対象世帯は2～4人の核家族が大部分
であることがわかる．
世帯主の年齢は40歳代が24%,50歳代が33%,
60歳以上が39%となり，高齢者を含む世帯がやや
多くなっている．ここで，川口 （1997）を参考に
して，世帯主の年齢と末子の就学・就業状況から
家族のライフステージを区分すると，拡大期と安
定期の合計が20%，成熟期が28%，縮小期が30%,
衰退期が21%となる．このように，若年世帯が比
較的少なしファミリ一層や高齢者世帯の比重が
高いのは，成熟した郊外住宅地の一つの特徴とい
える．
世帯主の職業は，ホワイトカラーが38%を占め，
なかでも管理職は21%に達する．これは，世帯主
の学歴で半数以上が短大卒以上の高学歴であるこ
ととも関係している．一方，無職の者も18%含ま
れるが，これは年金生活の高齢者世帯が比較的多
いことを表している．夫婦共働きは少なく ，妻が
常勤の者は13%，パートでも27%に過ぎない．
以上の結果を既存の統計資料と対比すると，対
象地域の住民属性とある程度類似した傾向が認め
られることから，抽出率は低いもののサンプルの
代表性は高いと考えられる．
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V ニュータウン住民の居住環境評価
1 .個別指標の満足度と重要度
1）満足度
第1表に掲げた各評価指標ごとの集計結果に基
づいて，満足度の水準を比較すると，快適性（「24.
坂道の上り下りのきっさ」を除〈）と保健性に対
する満足度は相対的に高い．にもかかわらず，住
宅に関する諸指標は，全体的に満足度が低い．こ
れは，前述のように，対象者の多くが入居から一
定の年数を経ているため，入居時の家族構成も変
化し住宅に対する要求と住宅水準との講離が生
じた結果，評価が低下したものと推定きれる．ま
た，住宅に対する評価では変動係数がきわめて高
第1表 各評価指標の満足度 ・重要度とニーズ得点
分類 No. 評 価 指 標 平 均 変動係数
ニーズ
満足度 重要度 満足度 重要度 得点
1 地すべ りや崖崩れに対する安全性 5.05 6.0〔） 0.297 0.216 17. 7 
2 水害に対する安全性 5. 73 5.88 0.259 0.226 13.4 
安全性
3 震災に対する安全性 3.83 6.29 0.387 0.155 26.2 
4 火災の発生や延焼に対する安全性 4.00 6.10 0.395 0.187 24.4 
5 交通事故に対する安全性 4.65 5.86 0.325 0.207 19.6 
6 犯罪に対する安全性 3.99 6.24 0.340 0.152 25.0 
7 下水・排水のよさ 5.02 6.09 0.305 0.170 18.1 
保健性
8 ゴミの回収の仕方 4.88 5.88 0.285 0.182 18.3 
9 工場等による公害（騒音 ・振動等） 5.85 6.15 0.217 0.203 13.2 
10 自動車による公害 （騒音 ・振動・排気力・ス） 4.55 6.17 0.357 0.171 21.3 
11 鉄道の利便性のよさ 4.36 5.83 0.339 0.176 21.2 
12 パスの利便性のよさ 4.27 5.58 0.377 0.217 20.9 
13 日常の買物の便利き 4.60 5.88 0.314 0.172 20.0 
14 デパートや専門店での買物の便利き 4.57 5.01 0.289 0.232 17.2 
利便性
15 医療施設への近き 4.40 5.98 0.312 0.171 21.5 
16 文化・スポーツ施設への近さ 4.20 4.69 0.313 0.249 17.8 
17 保育・教育施設への近き 4.68 5.07 0.259 0.209 16.8 
18 余暇 ・娯楽施設への近き 4.10 4.66 0.307 0.243 18.2 
19 通勤先や就業機会への近き 3.65 5.65 0.408 0.201 24.6 
20 物価の安き 3.35 5.91 0.373 0.204 27.5 
21 公固などのオープンスペースの多き 5.52 5.62 0.233 0.181 13. 9 
22 緑の多き 5.71 5.90 0.240 0.170 13.5 
23 町並みや景観のよさ 5.08 5.63 0.283 0.184 16.4 
快適性
24 坂道の上り下りのきっき 3.18 5.52 0.487 0.208 26.6 
25 静かさ 4.82 6.09 0.317 0.143 19.4 
26 町の雰囲気のよき 4. 72 5.93 0.292 0.169 19.4 
27 隣近所の人間関係 4.39 5. 78 0.307 0.195 20.9 
28 風紀のよさ 4.40 5.99 0.286 0.159 21.6 
29 住宅の新しき 3.47 5.48 0.398 0.211 24.8 
30 住宅の広き 3.56 5.83 0.434 0.174 25.9 
31 住宅の間取り 3.64 5.92 0.394 0.165 25.8 
32 台所・風呂・トイレ等の住宅内の設備 3. 73 5.94 0.403 0.164 25.4 
住宅状況 33 物置・押入 ・納戸等の収納スペース 3.42 5.88 0.442 0.193 26.9 
34 住宅の付常設備（庭・エレベータ一等） 3.55 5.41 0.426 0.221 24.1 
35 住居費の負担（住宅ローン・家賃等） 3.92 5.98 0.368 。.185 24.4 
36 日当たり・通風・採光のよき 5.12 6.38 0.305 0.136 18.4 
37 車庫 ・駐車場 4.49 5‘61 0.387 0.250 19. 7 
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く，評価の個人差が大きく現れているが，これは
住宅水準も住宅に対する要求も世帯による差が大
きいことを表している．
安全性については，項目によって評価がやや異
なり，「1.地すべり」ゃ「2 水害」に関しては
高いが，「3.震災」や 「6.犯罪」に対する満足
度は低くなっている．ただし，震災に関しては，
東京都の地震に対する地域危険度測定調査（東京
都都市計画局開発計画部， 1992）によると， 500m
メッシュ別5段階評価で最も低い危険度ランクに
市域の大半が含まれ，客観指標でみる限りでは対
象地域の安全性は都内でも比較的高い水準にあ
る．このように，安全性に対する評価は，客観指
標との間に議離を生じている．
利便性に関する評価は全体的に中位だが「19.
通勤先への近さ」にはやや不満が多い．これは，
住機能に特化した NT内には就業機会が乏しし
職住分離が著しいことを反映している．なお，「20.
物価」に対する満足度も低いが，これは小堀・杉
浦（1995）の調査結果でも住区センターに対する
不満な点として挙げられていた．
以上の結果から，住環境に対してはおおむね満
足しているものの，住宅に対しては不満が大きい
ことがわかる．こうした傾向は，前述の多摩市の
世論調査結果（多摩市企画部秘書広報課広聴係，
1997）ともある程度符合している．また，多摩NT
で1979～1980年に入居時と入居から 1年半後の満
足度を比較した加藤ほか（1981）は，間取りや広
さなどの住宅水準への不満は，家具や家族の増加
にともなって，入居当初よりも高まるのに対し，
利便性に対する評価は，環境への「慣れ」によっ
て，入居後にむしろ高まることを指摘している．
ここで得られた結果には，こうした居住環境への
入居者の適応過程も反映されていると思われる．
ただし，絶対的な評価値ではいずれの指標の平均
値も 7段階評価の3を超えており，満足度はおお
むね許容水準に達しているといってよい．
2）重要度
指標別にみた重要度の平均値は，安全性と保健
性で高くなっている（第1表）．全国規模での国民
生活選好度調査（経済企画庁国民生活局， 1997a)
や東京都内を対象とした「ゆとりと豊かさ」に関
する意識調査（東京都政策報道室調査部， 1997)
でも，これと類似した結果が得られており，生存
の基盤をなす基礎的な項目が重視されるのは，対
象地域に限らず一般的な傾向といえる．とくに災
害については，多摩市の世論調査（多摩市企画部
秘書広報課広聴係， 1997）でも重点施策要望事項
の中で1994年に 7位だ、った「災害に強いまちづく
りjが翌年に首位に浮上し，国民生活選好度調査
でも1993年と1996年を比較すると災害対策が重要
度の順位で2位に上昇していることからみて，
1995年の阪神・淡路大震災をきっかけとして，と
くに関心が高まったといえる．前述の満足度評価
で震災に対する安全性の評価が客観指標と本離し
ていたのは，こうした過剰な意識が住民の不安を
増幅した結果と考えることもできる．
利便性については，重要度の平均値はやや低い
が変動係数も大きく，評価にバラツキがみられる．
これは，対象地域内での住宅の立地条件や自家用
車の有無などにより利便性に差が生じるためであ
ろう．また，住まい選びの際に重視する項目の中
で，若年単身者とファミ リ一層とでは利便性の重
要度が異なるという調査結果（東京都住宅局総務
部住宅政策室， 1996）もあり，利便性に対する意
識はライフステージなどの世帯状況による差が大
きいと息われる．
快適性と住宅については，指標によってやや異
なるものの，全体的に重要度は高い．比較的重視
されている「25.静かさ」，「26.雰囲気」，「28.風
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坦~トr 5.o 
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5.0 5. 6.0 
重要度得点の平均値
第4図重要度と満足度との関係
注）図中の番号は指標番号を表わす．
岨
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6.5 
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紀のよさJ「36.日当たり・通風・採光Jなどは，
閑静な郊外住宅地を好む NT住民の噌好の一端
を表している．
3）満足度と重要度の関係
第4図は，各指標の満足度と重要度の平均値を
散布図に示したものであるが，両者の問には統計
的に有意な相関関係はみられず（r=0.166），満足
度と重要度の評価は独立性が高いといえる．ただ
い重要度に対する満足度の低さは未充足度を表
すと考えると，これによって各指標へのニーズの
大きさを知ることができる．そこで，国民生活選
好度調査（経済企画庁国民生活局， 1997a,p. 8) 
にならって，ニーズ得点を求めてみた（第1表）．
ここで，ニーズ得点Zと満足度X，重要度 Yと
の関係は，
Z=(8-X)Y (1) 
で求められる．ただし， 右辺の括弧内は未充足度
を表し，ニーズの大きさを表すZの値域は 1～49
である9) ( ・: 1壬X壬7,1三玉Y孟7).
この表から，ニーズ得点の上位は，住宅関連指
標で占められていることがわかる．これは，第4
図の右下隅に位置する，重要度の高きに比べて満
足度が低い指標と対応しており，住宅に対する
ニーズの高さを表わしている．「24.坂道の上り下
りのきっきjもニーズ得点てすま3番目に高いが，
これは丘陵地を開発した結果，傾斜が急な坂道や
階段が多いという多摩NTの地形的条件を反映
しており，三谷ほか（1995）は，これが高齢者に
とって生活の障害となっていることを指摘してい
る．
この他にニーズ得点の上位に現れているのは，
「3.震災」ゃ「6 犯罪」などの安全性に関する
指標であるが，これらは前述のように，重要度評
価がきわめて高いことに関連している． 一方，重
要度評価が高かった保健性に関する諸指標（「7.
排水J，「9.工場公害j，「36.日当り・通風・採光J)
は，高い満足度評価によって相殺された結果，ニー
ズ千尋点はイ·~ぃイ直にと どまっている．
ところで，評価のバラツキに眼を転じると，第
1表のように，変動係数はいずれの指標でも満足
度の方が重要度のそれを上回っている．つまり，
重要度評価のバラツキは比較的小さいのに対し，
満足度評価は個人差が顕著で、ある．これは，本研
究と同様の大都市郊外を対象とした江崎（1995)
やEsaki(1997）の分析結果とも符合しており，満
足度評価が個別の環境条件に左右されるのに対
し，重要度は住民の聞である程度共通する価値意
識に基づいて評価される（江崎， 1995,p.171）た
めと考えられる．ただし，江崎の一連の研究と本
研究は，大都市郊外に住む比較的均質な世帯を対
象としており，これがそのまま大都市中心部や地
方都市・農山村にも妥当するか否かについては，
さらに検討の余地がある．
2 総合的満足度の規定因
1）満足度の個別指標と総合指標との関係
この調査では，上述の個別指標に対する評価と
ともに，居住環境に対する総合的な満足度を尋ね
ている（補遺の質問紙参照）．これは個別指標に対
する満足度評価と重要度評価とを合成することで
予測できるはずである．そこで， Cutter(1982）が
Fishbeinの合理的行為理論に基づいて考案した
モデルに従うと，次のようなモデル式が考えられ
る．
Y;＝呂Wυxij (2) 
ただし， wijはサンプルiが指標jに付与した重
要度， xijはサンプルiの指標jに対する満足度，
Y;はサンプルiの総合満足度の予測値を表す．こ
の式に当てはめて，Y;の予測値と実測値との相関
係数を求めると， r=0.724となる．しかし，この
モデル式の決定係数は0.52に留まり，十分に総合
満足度を説明できない．これは，各指標に対する
満足度へのウェイトである，意識された（顕在的）
重要度とは別に，潜在的な重要度が存在すること
を示唆している．そこで，上式のような合成型モ
デルにかわる，分解型モデルとして重回帰分析を
適用する．これによって得られる偏回帰係数から
潜在的重要度を求める方法は，江崎（1995）をは
じめとして，従来の居住環境評価でも採用されて
きたが，説明変数となる満足度指標には相互に相
関が高いものが多く含まれるため，多重共線性の
問題を生じ，統計的に意味のあるウェイトが得ら
れない恐れがある．そこで，予め満足度変数に因
子分析を適用し，説明変数の独立性を確保した上
で，重回帰モデルに当てはめることにする．
2）因子分析による評価指標の統合
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第2表 満足度指標の因子分析によって得られた因子負荷量
第l因子第2因子第3因子第4因子 第5因子第6因子第7因子第8因子第9因子
分類 No. 評価指標 利便性 住宅状況 快境（物適）的性環I（安保衛繍全健生水性）害）：・安災（震全・犯災性罪・火I:快環（社適境会性）的I保（健公性害）I 住宅設備 日照
1 地すべりや崖崩れに対する安全性 0.070 
2 水害に対する安全性 0.070 
安全性
3 震災に対する安全性 0.198 
4 火災の発生や延焼に対する安全性 0.091 
5 交通事故に対する安全性 0.170 
6 犯罪に対する安全性 0.414 
7 下水・排水のよき 0.198 
保健性
8 ゴミの回収の仕方 0.292 
9 工場等による公害 （騒音・振動等） 0.164 
10 自動車による公害（騒音・振動・排気ガス） 0.085 
1 鉄道の利便性のよさ 0.801 
12 パスの利便性のよさ 0. 705 
13 日常の買物の便利き 0.808 
14 デパートや専門店での買物の便利き 0.842 
利便性
15 医療施設への近さ 0.665 
16 文化スポーツ施設への近き 0. 732 
17 保育・教育地設への近き 0.687 
18 余暇娯楽施設への近き 0.630 
19 通勤先や就業機会への近き 0.525 
20 物価の安さ 0.466 
21 公固などのオープンスペースの多き 0.090 
2 緑の多き 0.169 
23 町並みや景観のよさ 0.277 
快適性
24 坂道の上り下りのきっき 0.457 
25 静かき 0.071 
26 町の雰囲気のよさ 0.260 
27 隣近所の人間関係 0.123 
28 風紀のよさ 0.245 
29 住宅の新しき -0.007 
30 住宅の広さ 0.113 
31 住宅の間取り 0.115 
32 台所・風呂・トイレ等の住宅内の設備 0.155 
住宅状況 3 物置押入・納戸等の収納スペース 0.164 
34 住宅の付帯設備（庭・エレベー ター等） 0.040 
35 住居費の負担 （住宅ロー ン・家賃等） .0.185 
36 日当たり・通風・採光のよき 0.375 
37 車庫・駐車場 0.259 
回転後の固有値 6.047 
変動説明率 （%） 16.343 
注） 下線は絶対値0.4以上の負荷量を表わす．
37指標に対する各回答者の満足度評価につい
て，主成分型因子分析を行ない，固有値1.0以上の
9因子に対してパリマックス回転を加えた結果，
第2表のような因子負荷量が得られた（累積変動
説明量： 70.7%）.この表から，各因子は次のよう
0.078 0.204 0. 726 0.257 0.115 0 043 -0.209 -0.114 
0.056 0.385 0. 735 0.140 0.062 0.085 0.10 0.072 
0.168 0.19 0.240 0. 779 0.027 0.049 0.018 -0.019 
0.197 0.074 0.252 0. 770 0.066 0.239 0.091 0.051 
0.051 0.268 0.168 0.359 0.194 0.554 0.211 -0.018 
0.069 0.099 0.282 0.448 0.123 0.331 0.020 0.200 
0.240 0.049 0.572 0.231 0.208 O.lll 0.325 0.164 
0.105 0.037 0.423 0.194 0.308 0.398 0.148 0.234 
0.227 0.459 0.291 0.125 -0.090 0.523 -0.137 0.143 
0.098 0.328 一0.020 0.161 0.295 0. 737 0.144 0.102 
0.092 0.043 0.165 0.112 -0.046 0.180 -0.009 -0.038 
O.Oll -0.008 0.275 -0.098 0.013 0.197 0.051 0.031 
0.062 0.126 0.185 -0.066 0.060 0.108 0.100 0.031 
0.057 0.202 0.004 -0.002 0.056 -0.004 0.144 0.024 
0.237 0.159 0.098 0.146 0.170 0.216 0.044 -0.045 
0.064 0.266 -0.149 0.240 0.134 -0.058 0.028 0.160 
0.074 0.194 0.020 0.227 0.209 -0.070 0.124 0.347 
0.094 0.360 -0.141 0.332 0 .163 -0 .163 0.136 0.091 
0.147 -0.149 -0.100 0.259 0.255 0.079 一0.055 0.147 
0.012 0.039 0.012 0.034 0.329 -0.057 0.476 -0.059 
0.012 0. 752 0.273 0.156 0.129 0.159 0.138 0.127 
0.071 0.823 0.225 0.060 0.04 0.064 0.009 0.132 
0.078 0. 709 0.004 0.074 0.201 0.206 0.073 -0.024 
0.093 0.021 0.263 0.044 -0.012 0.008 0.213 -0.520 
0.093 0.580 0.113 0.057 0.396 0.485 0.076 -0.002 
0.205 0.537 0.052 0,147 0.515 0.169 0.129 -0.108 
0.134 0.214 0.227 0.096 0. 769 0.076 0.060 0.065 
0.232 0.215 0.066 0.003 0. 703 0.280 -0.002 0.077 
0.639 0.221 -0.056 0.362 0.085 0.159 0.149 -0.140 
0.890 -0.033 0.040 -0.010 0.003 0.096 0.032 0.093 
0.874 0.127 0.130 0.089 0.133 0.058 0.054 0.017 
0. 770 0,082 0.075 0.230 0.179 0.035 0.291 0.123 
0.597 -0.033 0.222 -0.019 0.198 -0.085 0.443 0.162 
0.385 
0.298 
0.146 
0.229 
3.690 
9.973 
0.131 -0.035 0.129 0.085 0.094 0.677 -0 050 
0.134 0.040 -0.009 -0.201 0.331 0.609 0.158 
0.223 0.178 -0.085 -0.025 0.240 0.006 0.583 
0.129 0.121 0.057 0.158 0.026 0.315 0.542 
3.621 2.478 2.373 2.344 2.289 1.905 1.417 
9.788 6.696 6.414 6.336 6.187 5.149 3.829 
に解釈される．
第 1因子は，利便性に関する指標群で高い負荷
量がみられることから，利便性を代表する因子と
考えられる．とくに，これらの指標群は，「20.物
価の安さ」を除いて，いずれも近接性に関わって
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おり，近接性は他の指標群との異質性が高いこと
を示している．
第2因子で高い負荷量をとる指標は，住宅の広
き・間取り・設備といった構造上の特徴を表して
いることから，住宅状況に関する因子と解釈され
る．とくに，「29.住宅の新しき」がこの因子で高
い負荷量がみられるのは，新しい住宅ほど居住条
件がよいことを示唆している．
第3因子は，快適性に関する指標の中でも，「21.
オープンスペースム「22.緑」，「23.町並み」で高
い負荷量がみられ，物的環境の快適性を表してい
る．この因子は「25.静かさj，「26.雰囲気」，「9.
工場等による公害」でも負荷量が高いことから，
公園・緑地の存在と公害が少ないことが閑静な住
宅地の条件になると考えられる．
第4因子は，風水害に対する安全性と「7 下
水・排水」，「8.ゴミ回収」といった衛生状態に関
する指標で高い負荷量がみられることから，安全
性と保健性に関する因子と解釈される．これらの
指標は，いずれも生存に関わる基礎的な欲求に関
係している．
第5因子も第4因子と同様，安全性に関係する
因子であるが，とくに「4.火災」，「6.犯罪」と
いった人為的災害との結びつきが強い点が特徴的
である．このことから，自然災害と人為的災害に
対する安全性の評価は，ある程度独立していると
いってよい．
第6因子は，快適性の中でも「26.雰囲気」，「27.
人間関係J，「28.風紀」といった社会的環境に関わ
る指標で負荷量が高い．したがって，第3因子と
ならんで，最も高次の欲求を代表しているといえ
る．
第7因子は，おもに保健性に関する指標との結
びつきが強い．とくに，「5.交通事故に対する安
全性jでも高い負荷量がみられることから，広い
意味での公害に関わる因子とみなされる．
第8因子は，住宅の付帯設備に関係した因子で
ある．とくに，「35.住居費」に対する満足度でも
高い負荷量がみられることは，住宅の付帯設備の
よさが住居費の負担感を軽減することを示唆して
いる．
第9因子は，「36.日当り」と「37.車庫・駐車
場jで正の高い負荷量が，「24.坂道の上り下りの
きっき」で負の高い負荷量がみられ，駐車スペー
スが広〈傾斜の大きい住宅地で日当りがよいこと
を意味している．したがって， 日照に関する因子
と解釈される．
以上のように，予め設定した指標体系にほぼ対
応した因子が得られており，欲求段階に応じであ
る程度独立な評価が行なわれていることがわか
る．ただし，利便性と住宅状況は単一の因子に統
合されるが，安全性，保健性，快適性は，それぞ
れ2つ以上の因子に分解され，第8因子と第9因
子はやや異質な指標が合成されている．とくに，
住宅状況に関する指標が単一の因子として抽出さ
れているのは，住宅と住環境の評価の関連性が弱
いことを意味している．これは，居住環境評価を
構成する因子と空間スケールとの対応関係を指摘
した加藤ら（1981）の研究結果や，近隣地区と住
居に関する因子が分離するという Pacione(1982 
第3表総合的満足度に関する重回帰分析の結果
説明変数 標準化偏回帰係数
第1因子利便性 0.402 
第2因子住宅状況 0.433 
第3因子．快適性I （物的環境） 0.326 
第4因子安全性I（風水害） ・保健性 I（衛生） 0.268 
第5因子・安全性I （震災・火災 ・犯罪） 0.176 
第6因子快適性I （社会的環境） 0.288 
第7因子．保健性I （公害） 0.149 
第8因子．住宅設備 0.294 
第9因子日照
決定係数
注）標準化偏回帰係数はすべて 1%水準で有意．
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0.185 
0.754 
b ; 1984）の報告とも符合している．ただし，因子
構成（とくに因子の順位）は，変数の構成によっ
て大きく左右されるので，研究者がどういう指標
を重視したかを知る手がかりにはなっても，居住
環境評価因子の一般性について論じることは困難
である．
3）因子得点による総合満足度の重回帰分析
総合満足度を従属変数とし，前述の9因子の得
点を独立変数とする重回帰分析を行った結果，第
3表のように， 1%水準で統計的に有意な偏回帰
係数がすべての因子で得られている．決定係数は
0.754で，対象者自身が与えた重要度を合成した，
前述の式（2）に基づく分析結果よりも説明率は向上
している．
各因子の相対的ウェイトを表す標準化偏回帰係
数によると，住宅，利便性，快適性の順で大きな
値が得られている．これに対して，対象者自身が
高い重要度を与えていた安全性や保健性に関する
因子のウェイトは比較的小さい．このような表明
された重要度と潜在的重要性との講離は，江崎
(1995）でも指摘されており，また国民生活選好度
調査（経済企画庁国民生活局， 1997a）でも類似し
た結果が得られていることから，これはある程度
普遍的な傾向と思われる．つまり，住民自身の評
価では基礎的な評価項目に高いウェイトが表明さ
れるものの，総合的満足度評価の個人差を規定し
ているのは，むしろ地域ごとに達成水準が異なる
高次の選択的欲求に関する項目なのである（江崎，
1995, p.175). 
ただし，ここで注目されるのは，住宅状況因子
のウェイトの高きである．先述のニーズ得点でもも
住宅関連指標が上位を占めていたことと考え合わ
せると，居住環境に対する評価は住環境よりも住
宅の状況によって大きな影響を受けているといえ
る．
3.定住意志の規定因
1 ）定住意志と総合満足度との関係
居住環境に対する不満から生じるストレスは，
定住意志に強〈反映されると考えられる．そこで，
定住意志と各満足度因子との関係を検討してみた
い．現住地への定住意志を 4段階で尋ねた結果，
「できれば永〈住み続けたいJが50%で，これに「当
分の間は住むつもりJを加えると， 81%に達する．
これは，東京都職員研修所調査研究室（1991）が
1991年に多摩NTで、行った調査結果で，現住地に
「永〈住むつもり」が約半数の46.9%に達していた
こととはぽ対応しており，多摩NT住民の定住意
志はかなり高いといえる.NT内での定住意志に
関する分析結果もこれと同様の傾向を示してい
た．これに対して，「できれば早〈引っ越したいJ
と答えた者はわずか2.9%に留まり，ストレスが移
動の決定段階にまで至っている世帯はまだ少ない
といえる．
前述の多摩市の世論調査結果（多摩市企画部秘
書広報課広聴係， 1997）でも，市内に「ずっと住
み続けたい」または「当分は住み続けたい」と回
答した者は， 1983年以後は80～90%で推移してい
る．二つの回答比率は地区によってやや異なるが，
合計した数値に差はほとんどない．ただし，この
第4表定住意志に関する判別分析の結果
説明変数
第1因子：利便性
標準化判別係数
0.271 
第2因子：住宅状況 0.845* 
第3因子：快適性I（物的環境） 0.169 
第4因子。安全性I（風水害）・保健性I（衛生） 0.254 
第5因子ー安全性I （震災・火災・犯罪） 0.362 
第6因子・快適性I （社会的環境） 0.180 
第7因子・保健性I （公害） -0.186 
第8因子住宅設備 0.183 
第9因子．日照
誤判別率
* 1 %水準で有意．
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0.054 
23.7% 
調査では市内での定住意志を尋ねており，現住地
への定住意志とは区別して考えねばならない．
これに対して，早大社会科学研究所が1983年に
多摩市で符った調査（小林ほか， 1987）は，現住
地に対する定住意志を調査している．これによる
と， NT地域で「ここに永住するつもり」と答えた
者はわずか16%に過ぎず，既存地区（NT地域外）
での52%という値を大きく下回っていた．質問文
や選択肢の違いによって結果は微妙に異なるた
め，単純な比較は危険で、あるが，こうした違いは，
1980年代以後に NT地域での住民の定住意志が
高まったことを意味している．
当然のことながら，現住地への満足度の高さに
よって定住意志の強さも違ってくる．定住意志の
強さを 3段階10）に分け，総合的満足度との関係に
ついてノンパラメトリック検定の一つである
Kruskal-W alis検定を行うと， 1%水準で統計的
に有意な差がみられた．このことから，定住意志
の強い者ほど現住地に対する満足度は高いといえ
る．
2）定住意志の規定因に関する判別分析
定住意志の強きを「できれば永〈住み続けた
いJ.「当分の聞は住むつもりjと「今のところ何
ともいえないJ.「できれば早〈引っ越したい」と
いう 2段階に組み替えて，満足度に関する 9因子
の得点を説明変数とする判別分析を行った．その
結果，第4表のように，住宅状況因子のみが統計
的に有意な説明カをもつことがわかった．ただし，
誤判別率が24%にのぼるため，満足度因子以外の
要因も作用している可能性はある．しかし，少な
くとも満足度指標の中では住宅状況因子が定住意
志と最も関連性が強いことは明らかである．この
ことは，東京都職員研修所調査研究室（1991）に
よる1991年の調査結果で，定住意志のない世帯の
転居希望理由の第1位が「家の狭き」であったこ
ととも符合する．また，その調査で回答が得られ
た移住希望先のうち， 38%は多摩NT内であった
という．本研究の対象者の場合，転居希望先の第
1候補では69%が多摩市内，第2候補には48%が
多摩NT内となり，区部を l位・ 2位の候補に挙
げる者は 5%前後に留まる．ちなみに，地域的帰
属意識を尋ねた結果では，多摩NT内（60%）と
多摩市内（34%）を合わせると 9割以上に達する
ことからみて， NT地域としての心理的一体感は
かなり強いと考えてよい．このことから，対象者
の大半を占めるファミリ一層については，都心回
帰の見込みは薄〈，むしろ NT内での住み替え移
動の可能性が高いといえる．
VI むすびにかえて
以上の分析結果をまとめると，第5図のように
なる．総合的満足度も定住意志もともに住宅状況
が最大の規定因となっていることから，多摩NT
において居住地移動の引き金となるストレスの大
きさを左右するのは，住環境よりも住宅状況であ
るといえるだろう．こうした結果が得られた原因
には，計画的に開発きれた NT内での住環境水準
の地域差が比較的小さいのに対し，住宅状況は建
設年代や開発主体によって異なり，また住宅に対
するニーズも時間の経過とともに変化することが
考えられる．そのため， Pacione(1982b, 1984, 
1986）の一連の研究のように，住環境水準が著し
く低いインナーシティ地域などを対象にすれば，
住環境が住み心地を大きく左右する可能性もあ
る．ただし，本研究でも住み心地の満足度に対し
ては，住宅と同程度に利便性や快適性も影響を及
ぼしていることから，住環境の影響は間接的では
あるが，居住地移動に一定の作用をもたらしてい
ることは確かである．
いずれにせよ，以上の結果から，近年の転出超
過傾向をもたらした原因の一端は，住宅への欲求
の変化や建物の老朽化に伴って，居住環境への満
足度が低下したことにあると考えられる．言い換
えれば，成熟段階を迎えた多摩NTでは住環境整
備よりも，住み手の欲求に合わなくなった既存の
住宅を改良する方が，住民の満足度を向上させる
早道であるといえる．ただし，建ぺい率・容積率
規制や住民の合意形成の問題もあって，面積や戸
数を割り増しした増改築は容易で、はない．そのた
め，建ぺい率・容積率の緩和とともに，建て替え
を支援するための助成策を検討する必要があるだ
ろう．
最後に，本研究で残された課題について述べて
おきたい．まず，本稿ていは触れなかった調査対象
者の聞での評価の差異について検討する必要があ
る．とくに，第l表のように，満足度に対する個
人差は大きいため，その規定因を明らかにするこ
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満足度指標
L盤並i二
2水害
司F京
8.ゴミ回収
溝足度因子
第5図 満足度指標・因子と総合満足度・定住意志の関係
注）矢印の線種は結びつきの強弱を表わす．
とが一つの課題となる．その場合，考えられる要
因としては，ライフステージ，住宅の所有状況，
男女差，住宅の立地条件などがある．ライフステー
ジについては，これまでの調査・研究結果でもス
テージごとに居住環境に対するニーズの差異が指
摘されており，それが住み替え過程と密接に関連
していることが予想きれる（Clarkand Onaka, 
1983；ノックス， 1995,pp.35 41）.住宅の所有状
況は， Rexand Moore (1967）がいうところの住
宅階級（housingclass）を生みだし，それが住宅
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市場での世帯の地位を規定するため，それによっ
て住宅や住環境に対する意識も違ってくるだろ
う．また，職住分離の進んだ現代都市の郊外では，
同じ世帯内でも働き手の夫と専業主婦の妻とでは
日常の生活空間・生活時間を異にしており（岡本，
1995），近隣地区に対して愛着を抱く領域は家庭
の夫よりも妻の方が広いという Everittand Cad-
wallader (1981）の研究結果もある．そのため，
住居とその周囲の住環境に対する意識の強きに男
女間で差が生じることは想像に難くない．こうし
た性差を問題にする場合，世帯単位ではなく，個
人単位での調査 ・分析が必要になる．さらに， II
章で述べたように， NT内でも地区によって居住
環境評価は異なることから，住宅の所在地の局地
的な条件にも眼を向けるべきであろう．これにつ
いては，小地域統計に基づく客観指標との対応関
係を検討する必要があり，地理学的には重要な課
題となる．
一方，居住地移動との関係では，冒頭で述べた
ように，居住環境評価は移動の探索決定に至るス
トレス形成とかかわるにすぎず，それに続く探索
行動や移動先の決定には，種々の命lj約が作用する
(Desbarats, 1983）.そのため，今日の居住地移動
研究では，制度，情報，不動産・金融業者，所有
権，差別などによる制約条件を重視したアプロー
チが採用きれてきている（Clark, 1982）.また，
70年代以後，住宅立地研究では新古典派経済学的
モデルに代わって，制度論的（institutional)アプ
ローチやマルクス主義的アプローチが台頭してき
ている（Bassettand Short, 1980）.これらのい
ずれのアフ。ローチをとるにせよ，現実に生じてい
る居住地移動の実態をミクロに捉えるのに行動論
的方法は，一定の役割を担うことができると筆者
は考える．本研究で対象としたような，現実に地
域が抱える問題への行動論的アプローチの応用
は，行動地理学が生み出した理論的成果の妥当性
と有効性を示す試金石ともなるのである．
本研究で使用したデータの収集にご協力いただい
た，調査対象者の皆様，ならびに東京都立大学理学部
地理学教室の石崎研二氏と学生諸氏に深〈感謝いたし
ます．本稿は， 1998年度地理科学学会春季学術大会で
の発表を骨子としており，平成8・9年度文部省科学
研究費補助金基盤研究（C）「多摩ニュータウン住民の居
住地移動に関する行動地理学的研究J（研究代表者杉
浦芳夫，課題番号： 08680174）による成果の一部であ
る．
（東京都立大学大学院理学研究科）
、?
1) 1994～1998年（各年l月1日時点）における住
民基本台帳の人口の推移をみると， 多摩市全体で
は1994年の145,677人から2363人減少している．と
りわけ， NT地域内の諏訪（1349人減），永山（952
人減），貝取（614人i成），豊ケ丘（684人減），落合
(637人減）の各地区で軒並み減少し，とくに諏訪
地区ではこの期間の減少率が10.8%に達してい
る．
2) Brown and Moore (1970）のモデルは居住地移
動の行動論的研究を紹介した多数の文献で引用さ
れているが，原文には図化きれたモデルは掲載さ
れていない．そのため，一見類似してはいても，
引用した文献によって微妙に異なった流れ図が示
されている．
3）国・州 ・都市単位での研究事例については，
Pacione (1982a), Cutter (1985），藤目（1997)
などによる紹介がある．
4）原科・中口（1990）によれば，本研究で用いる
欲求段階型の指標体系は需要側の視点にたつもの
で，このほかに供給領uの視点にたった環境要素型
の指標体系もあるが，前者に比べて適用事例は少
ないという．
5) 1996年度の調査結果も公表されているが，その
報告書では地区の集計単位が粗〈，また地区別・
指標別の集計結果が掲載されていないため， 1995
年度版を使用した．
6）地域の住みよさの他に，住まいの満足度，東京
の住みよさに関する回答も得られているが，地域
差はあまり顕著でいはない．
7）大妻女子大が平成6年に多摩市域の多摩NT
で行った調査結果（大妻女子大社会情報学部人文
地理学研究室， 1995）でも 「住みよいJ「多少住み
よい」と回答した者は84%に達していた．
8）大妻女子大が平成6年に多摩市域の多摩NT
で行った調査結果 （大妻女子大社会情報学部人文
地理学研究室，1995）の中で，望ましいイメージ
実現のための対策として要望の多かった事項は，
福祉対策，自然環境保全，ゴミの清掃，駅前駐車・
駐輪場の順で，老朽マンションの改修に対する要
望も 7番目に多かった．
9）右辺の括弧内の定数を 8とした理由は，これを
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？とした場合，満足度Xが最高値7をとるとき
重要度 Yの値が全く考慮きれないことを避ける
ためである．
10）定住意志は4段階評価で回答を得たが，「できれ
ば早〈引っ越したいjと回答した者はきわめて少
なかったため，「今のところ何ともいえない」と統
合Lて， 3段階に組み替えて集計した．
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補遺1 満足度評価に使用した質問紙
現在のお住まいとその近所の住み心地についてお尋ねします。下記の各項目について，あなたはどの程
度満足していますか。満足度を表わす右側の番号の中から，あなたのお考えに近いものを選んでOを付ザ
て下さい。
評価項目 非常に←
不満
ふつう →非常に
満足
安全性 I i.地すべりや崖崩れに対する安全性 1 1-2-3-4-5-6ー 7
2.水害に対する安全性 I 1-2-3-4-5-6ー 7
3.震災に対する安全性 I 1-2-3-4-5-6ー 7
4.火災の発生や延焼に対する安全性 I 1-2-3-4-5-6ー 7
5.交通事故に対する安全性 I 1-2-:3-4 5 6一7
6.犯罪に対する安全性 I 1-2-3-4-5-6一7
保健性 I 7 下水・排水のよさ I 1-2-3-4-5-6ー 7
8. ゴミの回収の仕方 I 1-2-3-4-5-6ー 7
9.工場等による公害（騒音・振動等） I 1 2 3-4-5-6-7 
10. 自動車による公害（騒音・振動・排気ガス）｜ 1-2-3-4-5-6ー 7
利便性 I i1.鉄道の利便性のよさ I 1 2-3-4-5-6-7 
12.パスの利便性のよさ I 1-2-3-4-5-6-7 
13. 日常の買物の便利さ I 1-2 3 4-5-6一7
14.デパートや専門店での買物の便利さ I 1-2-3-4-5-6ー 7
15.医療施設への近さ I 1-2-3-4-5-6ー 7
16.文化・スポーツ施設への近さ I 1-2-3-4 s 6一7
17.保育・教育施設への近さ I 1 2 3-4-5-6一7
18.余暇・娯楽施設への近さ I 1-2-3-4-5 6ー 7
19.通勤先や就業機会への近さ I 1-2 3 4-5-6一7
20.物価の安さ I 1 2-3-4-5-6一7
快適性 I z1.公園などのオープンスペースの多さ I 1 2-3-4一5-6ー 7
22.緑の多さ I 1-2-3-4-5-6ー 7
23.町並みや景観のよさ I 1-2-3-4 5 6-7 
24.坂道の上り下りのきっさ I 1-2 3 4-5-6一7
25.静かさ I 1 2-3-4-5-6-7 
26.町の雰囲気のよさ I 1-2-3-4-5-6-7 
27.隣近所の人間関係 I 1-2-3-4-5-6ー 7
28.風紀のよさ I 1-2-3-4-5 6-7 
住宅 I 29.住宅の新しさ I 1 2 3 4-5-6一7
30.住宅の広さ I 1 2-3-4-5-6一7
31.住宅の間取り I 1-2-3-4-5-6一7
32.台所・風呂・トイレ等の住宅内の設備 I 1-2-3-4-5-6ー 7
33.物置・押入・納戸等の収納スペース I 1-2-3-4-5-6ー 7
34.住宅の付帯設備（庭・エレベーター等） I 1-2-3-4-5-6-7 
35.住居費の負担（住宅ローン・家賃等） I 1-2-3 4 5 6 7 
36. 日当たり・通風・採光のよさ I 1-2 3 4-5-6一7
37.車庫・駐車場 I 1-2-3-4-5-6ー 7
総合評価 ｜以上の項目を総合した満足度 I 1 2-3-4-5-6一7
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補遺2 重要度評価に使用した質問紙
住む場所を選ぶ際，あなたは下記の項目をどの程度重視しますか。各項目について，重要度を表わす番
号の中で，あなたのお考えに近いものを選んでOを付げて下さい。
評価項目 まったく ←－ Eちら ー＋とても
重度でない でもない 重要
安全性 I i.地すべりや崖崩れに対する安全性 I 1-2-3-4-5-6一7
2.水害に対する安全性 I 1-2-3-4-5-6一7
3.震災に対する安全性 I 1-2-3-4-5-6一7
4.火災の発生や延焼に対する安全性 I 1-2-3-4-5-6一7
5.交通事故に対する安全性 I 1-2-3-4-5-6-7 
6.犯罪に対する安全性 I 1-2-3-4-5 6ー 7
保健性 I 1.下水・排水のよさ I 1-2-3-4-5-6一7
8. ゴミの回収の仕方 I 1-2-3-4-5-6ー 7
9.工場等による公害（騒音・振動等） I 1-2-3-4-5-6ー 7
10. 自動車による公害（騒音・振動・排気ガス） I 1-2-3-4-5-6-7 
利便性 I i1.鉄道の利便性のよさ I 1-2-3-4ー 5-6ー 7
12.パスの利便性のよさ I 1-2-3 4 5 6 7 
13. 日常の買物の便利さ I 1-2-3-4-5-6-7 
14.デパートや専門店での買物の便利さ I 1-2-3-4 s-6ー 7
15.医療施設への近さ I 1 2 3 4-5-6 7 
16.文化・スポーツ施設への近さ I 1-2-3-4-5-6-7 
17.保育・教育施設への近さ I 1-2-3-4-5-6ー 7
18.余暇・娯楽施設への近さ I 1-2 3 4-5 6 7 
19.通勤先や就業機会への近さ I 1-2-3-4-5-6ー 7
20.物価の安さ I 1-2-3-4 5-6 7 
快適性 I 21.公固などのオープンスペースの多さ I 1-2-3-4-5-6一7
22.緑の多さ I 1-2-3-4-5-6-7 
23.町並みや景観のよさ I 1-2-3-4-5-6ー 7
24.坂道の上り下りのきっさ I 1-2-3-4-5-6一7
25.静かさ I 1-2-3-4-5-6一7
26.町の雰囲気のよさ I 1-2-3-4-5-6-7 
27.隣近所の人間関係 I 1-2-3-4-5-6ー 7
28.風紀のよさ I 1-2-3 4 5-6 7 
住宅 I 29.住宅の新しさ I 1-2-3-4-5-6ー 7
30.住宅の広さ I 1-2-3-4 5 6 7 
31.住宅の間取り I 1 2 3 4一5-6-7
32.台所・風E・トイレ等の住宅内の設備 I 1-2-3-4-5-6一7
33.物置・押入・納戸等の収納スペース I 1-2-3-4-5-6-7 
34.住宅の付帯設備（庭・エレベータ一等） I 1-2-3-4ー 5-6ー7
35.住居費の負担（住宅ローン・家賃等） I 1-2-3-4-5-6ー7
36. 日当たり・通風・採光のよさ I 1-2-3-4-5-6ー 7
37.車庫・駐車場 I 1-2 3 4-5-6ー 7
ー 29-
